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住宅宿泊事業特別部会設置要綱 
 
（設置） 

第１ 岩手県環境審議会条例（平成６年岩手県条例第 36号。以下「環境審議会条例」という。）第
８条第１項及び岩手県環境審議会運営規程第８条第２項の規定に基づき、住宅宿泊事業特別部
会（以下「部会」という。）を置く。 

 
 （審議事項） 
第２ 部会の審議事項は、次のとおりとする。 
（１） 住宅宿泊事業の執行状況に関すること 
（２） 住宅宿泊事業法施行条例（平成 30年岩手県条例第 51号。以下「条例」という。）に規定

する制限する区域・期間に関すること 
（３） 条例に規定する制限の適用除外に関すること 
（４） その他住宅宿泊事業に起因する生活環境の悪化の防止のために必要な措置などに関する

こと 
 
 （庶務） 
第３ 部会の庶務は、県民くらしの安全課において処理する。 
 
 （補則） 
第４ この要綱に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が部会に諮って定め

る。 
 
   附 則 
 この要綱は、平成 30年 10月 29日から施行する。 
 

 

 
【参考】 
 
１ 住宅宿泊事業法の概要                                                                        
ア 住宅宿泊事業法 

一般住宅に有料で客を宿泊させる「民泊」のルールを定めた法律であり、家主が都道府県等
へ届出することにより、年間 180日まで宿泊サービスを提供できる。 

イ 都道府県の役割 
住宅宿泊事業に起因する生活環境の悪化を防止するため、条例で区域・期間を定め、住宅宿

泊事業の実施を制限することができる。（法第 18条） 
 

２ 住宅宿泊事業法施行条例の概要 （条例施行日：平成 31年 2月 1日）                                                                         
（１）営業制限する区域・期間等（条例第２条） 

① 学校・児童福祉施設の周囲 100ｍ以内の区域、住居専用地域等 
⇒ 平日の営業を制限（学校周辺の地域にあっては、長期休業期間の営業は可） 

② 制限区域・期間の適用除外 
⇒ 生活環境の悪化の防止措置が講じられている事業であると知事が認めた場合は、
制限を解除 

（２）検討規定（附則第３項） 
県内の住宅宿泊事業の実施状況を踏まえた上で、条例施行後３年を目途に必要な措置 

を検討 
     ⇒ 令和３年度は、条例附則第３項に基づく条例改正の要否等検討を実施 


